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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
立体障害性フェノール、立体障害性アミン、ラクトン、スルフィド、ホスフィット、ベン
ゾトリアゾール、ベンゾフェノンおよび２－（２－ヒドロキシフェニル）－１，３，５－
トリアジンからなる群から選択された化合物であって反応基を少なくとも１つ含む化合物
と、酸基、酸無水物基、エステル基、エポキシ基もしくはアルコール基を含むポリマーで
ある相溶剤化合物か、またはポリエチレン、ポリプロピレン、酢酸ビニルまたはスチレン
とアクリル酸とのコポリマーもしくはターポリマーである相溶剤化合物とを反応させるこ
とにより得ることが可能なポリマー化合物を混入することにより、少なくとも２種の異な
るポリマーからなるプラスチック組成物を安定化させると同時に相溶化させるための方法
。
【発明の詳細な説明】
本発明は、特定の相溶剤を混入することにより、プラスチックおよびプラスチック組成物
（新生材料（virgin materials）または再生物、所望により新生材料とともにブレンドさ
れたもの）を安定化させながら同時にその機械的性質を改良させることに関する。
ポリマーブレンドの製造は、新規な性質を有するプラスチックを製造するために確立され
た方法である。しかしながら公知であるように、通常、異なる構造のポリマーを互いにブ
レンドすることは不可能であり、すなわち２つの異なるプラスチックを加工することは不
十分な機械的性質を有する巨視的な混合物を生じさせる。プラスチックブレンドの相溶性
を改良するため、つまりプラスチックブレンドの性質も改良するために、いわゆる相溶剤
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が市販で入手可能である。これらの相溶剤は二－もしくは複合－成分系の分離を防ぐ、ま
たは減少するポリマーあるいは懸濁性を改良するポリマーであり、それによって良好な機
械的性質を有する異なるプラスチックの均一なブレンドが製造される。
公知の相溶剤は主に、慣用の重合反応により製造される極性および非極性構造のポリマー
をベースとしたものである。
相溶剤は新生プラスチック組成物で使用され、そしてまた再生物においてもますます使用
されている。この場合、しばしば製造加工または使用済みプラスチックの収集はプラスチ
ック組成物に、相溶剤をそれらに添加すると新しい用途のためにはまずまずの機械的性質
をもたらす。Kunststoffe 83（1993）10,820-822およびKunststoffe 85（1995）4,446-45
0において、ケー．ハウスマン（K.Hausmann）は、例えばポリエチレン／ポリエチレンテ
レフタレート（ＰＥ／ＰＥＴ）およびポリアミド／ポリエチレン（ＰＡ／ＰＥ）のような
非相溶性プラスチックのリサイクルに関する問題について論議している。リサイクルのた
めに、相溶剤が使用される。Kunststoffe 83（1993）5,369-372において、エル．－エー
．グリュツナー

エル．ゲルトナー

およびハー．－ゲー．ホック（H.-G.Hock）は同様の系（ＰＥ／ＰＡ複合ホイル）に関す
る調査を発表した。エル．ミュールハオプト

およびヨット．レシュ

は、Kunststoffe 84（1994）9,1153-1158においてポリプロピレン／ポリアミド（ＰＰ／
ＰＡ）アロイに対する相溶剤に関して報告している。Kunststoffe 83（1993）11,926-929
において、ゲー．オビーグロ（G.Obieglo）およびケー．ローマー（K.Romer）もプラスチ
ックリサイクルで使用するための相溶剤を記載している。Recycle‘91,8/5-1およびRecyc
le‘95,6/4-3において、エス．フゼッセリー（S.Fuzessery）は新生および再生熱可塑性
プラスチックのための相溶剤およびポリマー変性剤を提供している。安定剤をポリマーに
結合させ、安定化させる製品においてより良好なブレンドを得ること、および安定剤がそ
こから移動することを回避することは公知である。これは、中でもエム．ミナガワにより
Polymer Degradation and Stability 25（1989）,121-141において、またはエッチ．ヤマ
グチ，エム．イトウ，エッチ．イシカワおよびケイ．クスダによりJ.M.S.-Pure Appl.Che
m.,A30（4）,（1993）,287-292において提案された。Die Angewandte Makromolekulare C
hemie 158/159（1988）,221-231、Advances in Polymer Science 101,65-167頁、スプリ
ンガー出版（Springer-Verlag），ベルリン　ハイデルベルグ（Berlin Heidelberg）,199
1および

Peter P.Klemchuck,Oxidation Inhibition in Organic Materials,Vol.1（1989）,193-22
4においてヤン　ポスピシル

は“機能化された”ポリマー、すなわち有効な酸化防止剤、オゾン亀裂防止剤、金属奪活
剤、光安定剤または生安定剤（biostabiliser）の群を含むポリマーに関する調査を提供
している。欧州特許第306 729号には、ポリマーに結合した酸化防止剤が開示されており
、該ポリマーは無水物－機能化ポリマーとヒドラジン－機能化酸化防止剤または、（酸化
防止剤作用を有する）環式α，β－不飽和ジカルボン酸無水物のＮ－置換イミドおよびエ
チレン系もしくはビニル系芳香族モノマーからなるコポリマーとを反応させることにより
得られるものである。
成分の極性に依存して、多相ポリマー系において安定剤化合物の不均質な分配が生じるた
め（安定剤の隔壁）、熱および光に対してプラスチック組成物を安定化させることは特有
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の問題を提出する。これは、中でもデー．エム．クリッヒ（D.M.Kulich），エム．デー．
ヴォルコヴィツ（M.D.Wolkowicz）およびヨット．ツェー．ヴォツニー（J.C.Wozny）によ
りMakromol.Chem.,Macromol.Symp.70/71,407-418（1993）に記載されている。加えて安定
剤の分配平衡は使用される相溶剤により影響され、更にこれはしばしば組成物の最も不安
定な成分である。そして、相溶化された成分が悪化するので、相溶剤の熱または光酸化ダ
メージは全組成物の非常に迅速な崩壊をもたらす。
従って、ポリマーブレンドにおいて成分の相溶性ならびに機械的性質を改良させる化合物
であって、そしてまた酸化および光酸化ダメージに対する保護を実現させる化合物を提供
することが要望されている。
今、相当する安定剤側鎖を有する特別なポリマーはこれらの性質を提供することが発見さ
れた。
従って本発明は、立体障害性フェノール、立体障害性アミン、ラクトン、スルフィド、ホ
スフィット、ベンゾトリアゾール、ベンゾフェノンおよび２－（２－ヒドロキシフェニル
）－１，３，５－トリアジンからなる群から選択された化合物であって反応基を少なくと
も１つ含む化合物と、酸基、酸無水物基、エステル基、エポキシ基もしくはアルコール基
を含むポリマーである相溶剤化合物か、またはポリエチレン、ポリプロピレン、酢酸ビニ
ルまたはスチレンとアクリル酸とのコポリマーもしくはターポリマーである相溶剤化合物
とを反応させることにより得ることが可能なポリマー化合物を混入することにより、少な
くとも２種の異なるポリマーからなるプラスチック組成物を安定化させると同時に相溶化
させるための方法に関する。
反応基を少なくとも１個含み、そして相溶剤化合物と反応させる適当な立体障害性フェノ
ールは次式Ｉ

（式中、Ｒ1およびＲ2はそれぞれ互いに独立して水素原子、炭素原子数１ないし２５のア
ルキル基、未置換の、またはＯＨもしくは／および炭素原子数１ないし４のアルキル基に
より芳香環において一回もしくは数回置換されたフェニル－炭素原子数１ないし３のアル
キル基、未置換の、または炭素原子数１ないし４のアルキル－置換炭素原子数５ないし１
２のシクロアルキル基あるいはフェニル基を表し；
ｎは１、２または３であり；
ＥはＯＨ、ＳＨ、ＮＨＲ3、ＳＯ3Ｈ、ＣＯＯＨ、－ＣＨ＝ＣＨ2、

を表し；
ｍは０または１であり；
Ｒ3は水素原子または炭素原子数１ないし９のアルキル基を表し；
Ｒ4は炭素原子数１ないし１２のアルキル基、または未置換の、もしくは１個または数個
の炭素原子数１ないし４のアルキル基、ハロゲン原子もしくは／および炭素原子数１ない
し１８のアルコキシ基により置換されたフェニル基を表し；
ＥがＯＨ、ＳＨまたは－ＣＨ＝ＣＨ2を表す場合、Ａは－ＣxＨ2x－、－ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2

ＣＨ2－、－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－Ｏ－ＣpＨ2p－、－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－ＮＨ－ＣpＨ2p

－または－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－Ｏ－ＣpＨ2p－Ｓ－ＣqＨ2q－を表し；
ｘは０ないし８の数であり；
ｐは２ないし８の数であり；
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ｑは０ないし３の数であり；
Ｒ1およびｎは上記で定義された通りであるか；あるいは
Ｅが－ＮＨＲ3を表す場合、Ａは－ＣxＨ2x－または－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－ＮＨ－ＣpＨ2p

－を表し、ここではｘ、ｐおよびｑは上述された意味を有するか；あるいは
ＥがＣＯＯＨまたはＳＯ3Ｈを表す場合、Ａは－ＣxＨ2x－、－ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2－または
－ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2ＣＨ2－を表し、ここではｘは上述された意味を有するか；あるいは
Ｅが

表す場合、Ａは直接結合、－ＣqＨ2q－（ＣＯ）m－Ｏ－ＣＨ2－または－ＣxＨ2x－Ｓ－Ｃ
Ｈ2－を表し、ここではｑ、ｍ、ｘ、Ｒ1およびＲ2は上述された意味を有するか；
Ｅが

を表す場合、Ａは－ＣＨ2－を表す。）で表される化合物である。
本発明は特に、次式Ｉ

（式中、Ｒ1およびＲ2はそれぞれ互いに独立して水素原子、炭素原子数１ないし２５のア
ルキル基、未置換の、またはＯＨもしくは／および炭素原子数１ないし４のアルキル基に
より芳香環において一回もしくは数回置換されたフェニル－炭素原子数１ないし３のアル
キル基、未置換の、または炭素原子数１ないし４のアルキル－置換炭素原子数５ないし１
２のシクロアルキル基あるいはフェニル基を表し；
ｎは１、２または３であり；
ＥはＯＨ、ＳＨ、ＮＨＲ3、ＳＯ3Ｈ、ＣＯＯＨ、－ＣＨ＝ＣＨ2、

を表し；
ｍは０または１であり；
Ｒ3は水素原子または炭素原子数１ないし９のアルキル基を表し；
Ｒ4は炭素原子数１ないし１２のアルキル基、または未置換の、もしくは１個または数個
の炭素原子数１ないし４のアルキル基、ハロゲン原子もしくは／および炭素原子数１ない
し１８のアルコキシ基により置換されたフェニル基を表し；
ＥがＯＨ、ＳＨまたは－ＣＨ＝ＣＨ2を表す場合、Ａは－ＣxＨ2x－、－ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2

ＣＨ2－、－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－Ｏ－ＣpＨ2p－、－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－ＮＨ－ＣpＨ2p

－または－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－Ｏ－ＣpＨ2p－Ｓ－ＣqＨ2q－を表し；
ｘは０ないし８の数であり；
ｐは２ないし８の数であり；
ｑは０ないし３の数であり；
Ｒ1およびｎは上記で定義された通りであるか；あるいは
Ｅが－ＮＨＲ3を表す場合、Ａは－ＣxＨ2x－または－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－ＮＨ－ＣpＨ2p

－を表し、ここではｘ、ｐおよびｑは上述された意味を有するか；あるいは
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ＥがＣＯＯＨまたはＳＯ3Ｈを表す場合、Ａは－ＣxＨ2x－、－ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2－または
－ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2ＣＨ2－を表し、ここではｘは上述された意味を有するか；あるいは
Ｅが

を表す場合、Ａは直接結合、－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－Ｏ－ＣＨ2－または－ＣxＨ2x－Ｓ－
ＣＨ2－を表し、ここではｑ、ｍ、ｘ、Ｒ1およびＲ2は上述された意味を有するか；
Ｅが

を表す場合、Ａは－ＣＨ2－を表す。）で表される立体障害性フェノール；
または次式ＩＩ、ＩＩａまたはＩＩｂ

（式中、Ｒ8は水素原子、炭素原子数１ないし２５のアルキル基、炭素原子数２ないし２
０のアルケニル基、炭素原子数２ないし２０のアルキニル基、炭素原子数１ないし２０の
アルコキシ基、フェニル－炭素原子数１ないし３のアルキル基、炭素原子数５ないし１２
のシクロアルキル基、炭素原子数５ないし８のシクロアルコキシ基、フェニル基、ナフチ
ル基、ヒドロキシエチル基、ＣＯ－炭素原子数１ないし２５のアルキル基、ＣＯ－フェニ
ル基、ＣＯ－ナフチル基、ＣＯ－フェニル－炭素原子数１ないし３のアルキル基、Ｏ－Ｃ
Ｏ－炭素原子数１ないし２０のアルキル基または炭素原子数１ないし６のアルキル－Ｓ－
炭素原子数１ないし６のアルキル基、炭素原子数１ないし６のアルキル－Ｏ－炭素原子数
１ないし６のアルキル基、炭素原子数１ないし６のアルキル－（ＣＯ）－炭素原子数１な
いし６のアルキル基、

を表し；
ｗは１ないし１０の数であり；
Ｙは単結合、炭素原子数１ないし２５のアルキレン基、フェニレン基、ビフェニレン基、
ナフチレン基、－Ｏ－炭素原子数１ないし２５のアルキレン基、－ＮＲ9－、－Ｏ－また
は

を表し；
Ｚは水素原子、－ＣＯＯＲ9、－ＯＲ9、ヒドロキシエチル基、

を表し；
Ｒ9は水素原子または炭素原子数１ないし１２のアルキル基を表し；
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または次式ＩＩＩ

（式中、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ12aおよびＲ13はそれぞれ互いに独立して水素原子、炭素原子数
１ないし２５のアルキル基、フェニル－炭素原子数１ないし３のアルキル基、炭素原子数
５ないし１２のシクロアルキル基またはフェニル基を表し；そしてＧはＯＨ、ＯＣＨ2Ｃ
Ｈ2ＯＨ、

または－ＯＣＨ2ＣＯＯＨを表す。）で表されるラクトン；
または次式ＩＶ
Ｒ15－Ｓ－Ｒ16　　　（ＩＶ）
（式中、Ｒ15は炭素原子数１ないし１８のアルキル基、ベンジル基、フェニル基または

を表し；そして
Ｒ16は－ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ、

、－ＣＨ2ＣＯＯＨまたは－ＣＨ2ＣＨ2ＣＯＯＨを表し；そして
Ｒ17は炭素原子数１ないし１８のアルキル基、または未置換の、もしくは炭素原子数１な
いし４のアルキル－置換フェニル基を表す。）で表されるスルフィド；または次式Ｖ

（式中、Ｒ16aは－ＣＨ2ＣＨ2ＯＨまたは－ＣＨ2ＣＨ2ＣＯＯＨを表し；そしてＲ17aは炭
素原子数１ないし１８のアルキル基、または未置換の、もしくは炭素原子数１ないし４の
アルキル－置換フェニル基を表す。）で表されるホスフィット；または
次式ＶＩ、ＶＩａ、ＶＩｂもしくはＶＩｃ
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（式中、Ｒ18は－（ＣＨ2）t－Ｒ20または

を表し；
Ｒ19は炭素原子数１ないし１２のアルキル基、α，α－ジメチルベンジル基または基

を表し；
Ｒ20は－ＯＨ、－ＳＨ、－ＳＯ3Ｈ、－ＣＯＯＲ21、－ＣＨ＝ＣＨ2、

または－（ＣＯ）－ＮＨ－（ＣＨ2）u－ＮＣＯを表し；
Ｒ21は水素原子、

または－ＣＨ2－ＣＨ（ＯＨ）－ＣＨ2－Ｏ－（ＣＯ）－Ｒ22を表し；
Ｒ22は炭素原子数１ないし４のアルキル基またはフェニル基を表し；
Ｒ23およびＲ24はそれぞれ互いに独立して水素原子または炭素原子数１ないし４のアルキ
ル基を表し；
Ｒ25は水素原子、－（ＣＨ2）u－ＯＨ、

、－（ＣＨ2）uＣＯＯＨまたは－（ＣＯ）－ＮＨ－（ＣＨ2）u－ＮＣＯを表し；
Ｒ26は水素原子、ＯＨまたは炭素原子数１ないし１２のアルコキシ基を表し；
Ｒ27は水素原子またはＯＨを表し；
Ｒ28は水素原子または
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を表し；
Ｒ29は水素原子またはハロゲン原子を表し；
ｍは０または１であり：ｔは０ないし６の数であり；
ｕは２ないし１２の数である。）で表されるベンゾトリアゾール、ベンゾフェノンおよび
２，４，６－トリアリール－１，３，５－トリアジンと、酸基、酸無水物基、エステル基
、エポキシ基もしくはアルコール基を含むポリマーである相溶剤化合物か、またはポリエ
チレン、ポリプロピレン、酢酸ビニルまたはスチレンとアクリル酸とのコポリマーもしく
はターポリマーである相溶剤化合物とを反応させることにより得ることが可能な化合物に
関する。
炭素原子数１ないし２５のアルキル基は直鎖または分枝鎖であり、代表的には炭素原子数
１ないし２０の、炭素原子数１ないし１８の、炭素原子数１ないし１２の、炭素原子数１
ないし９の、炭素原子数１ないし６の、または炭素原子数１ないし４のアルキル基である
。代表的な例は、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、第
二ブチル基、イソブチル基、第三ブチル基、ペンチル基、１，１－ジメチルプロピル基、
ヘキシル基、ヘプチル基、２，４，４－トリメチル－ペンチル基、２－エチルヘキシル基
、オクチル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基、テトラデシル基、ペン
タデシル基、ヘキサデシル基、ヘプタデシル基、オクタデシル基、ノナデシル基、イコシ
ル基、ドコシル基またはペンタコシル基である。
炭素原子数１ないし９のアルキル基および炭素原子数１ないし４のアルキル基は、例えば
相当する炭素原子数までの上述された意味を有する。
炭素原子数２ないし６のアルケニル基は一－または多－不飽和であってよく、代表的には
アリル基、メタリル基、１，１－ジメチルアリル基、１－ブテニル基、３－ブテニル基、
２－ブテニル基、１，３－ペンタジエニル基または５－ヘキセニル基である。アリル基が
好ましい。炭素原子数２ないし６のアルケニル基として定義されたＲ3は、例えば炭素原
子数２ないし４のアルケニル基である。
炭素原子数１ないし４のアルコキシ基は直鎖または分枝鎖状の基であり、例えばメトキシ
基、エトキシ基、プロポキシ基、イソプロポキシ基、ｎ－ブチロキシ基、第二ブチロキシ
基、イソブチロキシ基または第三ブチロキシ基である。
フェニル－炭素原子数１ないし３のアルキル基は代表的にはベンジル基、フェニルエチル
基、α－メチルベンジル基またはα，α－ジメチル－ベンジル基である。ベンジル基が好
ましい。
炭素原子数５ないし１２のシクロアルキル基は代表的にはシクロペンチル基、シクロヘキ
シル基、シクロオクチル基、シクロドデシル基、特にシクロペンチル基およびシクロヘキ
シル基、好ましくはシクロヘキシル基である。炭素原子数１ないし４のアルキル－置換炭
素原子数５ないし１２のシクロアルキル基は代表的には１－メチルシクロヘキシル基であ
る。
ハロゲン原子はフッ素原子、塩素原子、臭素原子およびヨウ素原子、特に塩素原子および
臭素原子、好ましくは塩素原子である。
一－または多－置換フェニル基は代表的には、フェニル環上で１ないし５回、例えば１、
２または３回、好ましくは１または２回置換されたものである。
置換フェニル基は、例えば直鎖もしくは分枝鎖の炭素原子数１ないし４のアルキル基、例
えばメチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｉ－ブチル
基、ｓ－ブチル基またはｔ－ブチル基により、または直鎖もしくは分枝鎖の炭素原子数１
ないし４のアルコキシ基、例えばメトキシ基、エトキシ基、ｎ－プロポキシ基、ｉ－プロ
ポキシ基、ｎ－ブトキシ基、ｉ－ブトキシ基、ｓ－ブトキシ基またはｔ－ブトキシ基によ
り、またはハロゲン原子、例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子もしくはヨウ素原子に
より置換されている。
フェニル基は、好ましくは特にメチル基、ｔ－ブチル基、メトキシ基および塩素原子によ
り置換されている。
適当な化合物は、Ｒ1およびＲ2が炭素原子数１ないし４のアルキル基である式Ｉで表され



(9) JP 4174688 B2 2008.11.5

10

20

30

40

50

るものである。
記述すべき他の化合物は、Ｒ1およびＲ2がオルト位でフェノール性ＯＨ基を表す式Ｉで表
されるものである。
特に適当な化合物は、Ａが－ＣxＨ2x－で表されるもの、代表的には６－第三ブチル－２
，４－ジメチル－３－ヒドロキシメチルフェノール、２，６－ジ－第三ブチル－４－（３
－ヒドロキシプロピル）フェノールまたは２，６－ジ－第三ブチル－４－（２，２－ジメ
チル－３－ヒドロキシプロピル）フェノールである。
ｘは代表的には０ないし６、好ましくは０ないし４の数である。
Ａが基－ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2－または－ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2ＣＨ2－で表される式Ｉで表され
る化合物、代表的には２，６－ジ－第三ブチル－４－（４－ヒドロキシ－２－チアブト－
１－イル）フェノールまたは６－第三ブチル－２，４－ジメチル－３－（４－ヒドロキシ
－２－チアブト－１－イル）フェノールも記述に値する。
式Ｉで表される他の重要な化合物は、Ａが－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－Ｏ－ＣpＨ2p－（ｐは２
ないし５の数であり、そしてｑは１ないし２である。）を表すものであり、例えば

である。
他の適当な化合物は

２，６－ジ－第三ブチル－４－（３－アミノプロピル）フェノール、２，６－ジ－第三ブ
チル－４－（２，２－ジメチル－２－アミノ－エチル）フェノールまたは２，４，６－ト
リメチル－３－アミノメチルフェノールである。
ＥがＣＯＯＨを表す場合、ｘは好ましくは２または３である。
好ましい化合物は、例えば２，６－ジ－第三ブチル－４－（２－カルボキシエチル）フェ
ノール、２－第三ブチル－６－メチル－４－（２－カルボキシエチル）フェノールおよび
２，６－ジ－第三ブチル－４－（３－カルボキシ－２－チアプロポ－１－イル）フェノー
ルである。
Ｅが

である場合、Ｒ4は例えば炭素原子数１ないし４のアルキル基、好ましくはメチル基また
はエチル基であり、例えば
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エポキシ官能性を有する式Ｉで表される化合物の特に好ましい例は、

（式中、ｘは上記で定義した通りである。）である。
ＯＨ－、ＳＨ－またはＮＨＲ3官能性を有する式Ｉで表される化合物の特に好ましい例は
、
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（式中、ｘは１ないし８の数である。）である。
上記立体障害性フェノールの製造方法は当業者に公知であり、中でも独国特許第42 13 75
0号，独国特許第25 12 895号，欧州特許第463 835号，米国特許第5 189 088号，独国特許
第24 14 417号，米国特許第4 919 684号，独国特許第42 42 916号，独国特許第20 37 965
号および多数の他の刊行物に記載されている。
反応基を少なくとも１個含み、そして相溶剤化合物と反応させる適当な立体障害性アミン
は次式ＩＩ、ＩＩａまたはＩＩｂ

（式中、Ｒ8は水素原子、炭素原子数１ないし２５のアルキル基、炭素原子数２ないし２
０のアルケニル基、炭素原子数２ないし２０のアルキニル基、炭素原子数１ないし２０の
アルコキシ基、フェニル－炭素原子数１ないし３のアルキル基、炭素原子数５ないし１２
のシクロアルキル基、炭素原子数５ないし８のシクロアルコキシ基、フェニル基、ナフチ
ル基、ヒドロキシエチル基、ＣＯ－炭素原子数１ないし２５のアルキル基、ＣＯ－フェニ
ル基、ＣＯ－ナフチル基、ＣＯ－フェニル－炭素原子数１ないし３のアルキル基、Ｏ－Ｃ
Ｏ－炭素原子数１ないし２０のアルキル基または炭素原子数１ないし６のアルキル－Ｓ－
炭素原子数１ないし６のアルキル基、炭素原子数１ないし６のアルキル－Ｏ－炭素原子数
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いし６のアルキル基、

を表し；
ｗは１ないし１０の数であり；
Ｙは単結合、炭素原子数１ないし２５のアルキレン基、フェニレン基、ビフェニレン基、
ナフチレン基、－Ｏ－炭素原子数１ないし２５のアルキレン基、－ＮＲ9－、－Ｏ－また
は

を表し；
Ｚは水素原子、－ＣＯＯＲ9、－ＮＨ2、－ＯＲ9、ヒドロキシエチル基、

を表し；
Ｒ9は水素原子または炭素原子数１ないし１２のアルキル基を表し；
Ｒ10はＲ8と同様の定義を有する。）で表される化合物である。
炭素原子数１ないし２５のアルキル基、フェニル－炭素原子数１ないし３のアルキル基お
よび炭素原子数５ないし１２のシクロアルキル基は、例えば式Ｉに関して上記で与えられ
た意味を有する。炭素原子数１ないし１２のアルキル基も、相当する炭素原子数まで、こ
れらの意味を有する。
炭素原子数１ないし２５のアルキレン基は直鎖または分枝鎖であり、例えばメチレン基、
エチレン基、プロピレン基、イソプロピレン基、ｎ－ブチレン基、第二ブチレン基、イソ
－ブチレン基、第三ブチレン基、ペンチレン基、ヘキシレン基、ペブチレン基、オクチレ
ン基、ノニレン基、デシレン基、ドデシレン基、テトラデシレン基、ヘプタデシレン基ま
たはオクタデシレン基である。Ｙは特に炭素原子数１ないし１２のアルキレン基、例えば
炭素原子数１ないし８のアルキレン基、好ましくは炭素原子数１ないし４のアルキレン基
である。
エポキシ官能性を有する式ＩＩで表される化合物の特に好ましい例は

（式中、Ｒ9は炭素原子数１ないし１２のアルキル基を表す。）である。
ＯＨ－またはＮＨ2官能性を有する式ＩＩで表される化合物の特に好ましい例は



(13) JP 4174688 B2 2008.11.5

10

20

30

40

50

（式中、ｘは１ないし８の数である。）および

（式中Ｒ9は炭素原子数１ないし１２のアルキル基である。）である。
当業者は上記立体障害性アミン化合物の製造方法を熟知しており、これは中でも欧州特許
第634 450号，欧州特許第634 449号，欧州特許第434 608号，欧州特許第389 419号，欧州
特許第0 634 399号，欧州特許第0 001 835号またはルシュトン（Luston）およびバッサ（
Vass）によるMakromolekulare Chemie,Macromol.Symp.27,231（1989）および他の刊行物
に記載されている。
反応基を少なくとも１個含み、そして相溶剤化合物と反応させる適当なラクトンは次式Ｉ
ＩＩ

（式中、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ12aおよびＲ13はそれぞれ互いに独立して水素原子、炭素原子数
１ないし２５のアルキル基、フェニル－炭素原子数１ないし３のアルキル基、炭素原子数
５ないし１２のシクロアルキル基またはフェニル基を表し；そして
ＧはＯＨ、

－ＯＣＨ2ＣＨ2ＯＨまたは－ＯＣＨ2ＣＯＯＨを表す。）で表される化合物である。
炭素原子数１ないし２５のアルキル基、炭素原子数１ないし１２のアルキル基、フェニル
－炭素原子数１ないし３のアルキル基、炭素原子数５ないし１２のシクロアルキル基およ
び炭素原子数１ないし２５のアルキレン基の意味は式Ｉ、ＩＩおよびＩＩａに関して与え
られたものに相当する。
好ましい化合物はＧが基ＯＨである式ＩＩＩで表されるものである。
特に適当な式ＩＩＩで表される化合物は、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ12aおよびＲ13が水素原子、炭
素原子数１ないし１０のアルキル基、フェニル－炭素原子数１ないし３のアルキル基また
はシクロヘキシル基であるものである。
Ｒ11、Ｒ12、Ｒ12aおよびＲ13は好ましくは炭素原子数１ないし４のアルキル基、特にメ
チル基および第三ブチル基である。
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式ＩＩＩで表される化合物の好ましい例は、例えば

である。
立体異性体化合物の混合物を使用することも可能である。
適当なラクトンの製造方法は当業者に公知であり、そして中でも欧州特許第591 102号お
よび他の刊行物に記載されている。
反応基を少なくとも１個含み、そして相溶剤化合物と反応させる適当なスルフィドは次式
ＩＶ
Ｒ15－Ｓ－Ｒ16　　　（ＩＶ）
（式中、Ｒ15は炭素原子数１ないし１８のアルキル基、ベンジル基、フェニル基または

を表し；そして
Ｒ16は－ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ、

－ＣＨ2ＣＯＯＨまたは－ＣＨ2ＣＨ2ＣＯＯＨを表し；そして
Ｒ17は炭素原子数１ないし１８のアルキル基、または未置換の、もしくは炭素原子数１な
いし４のアルキル－置換フェニル基を表す。）で表される化合物である。
炭素原子数１ないし１８のアルキル基および炭素原子数１ないし４のアルキル－置換フェ
ニル基の意味は式Ｉに関して上記で与えられたものと同様である。
Ｒ15は好ましくは炭素原子数８ないし１２のアルキル基、ベンジル基またはフェニル基、
特に炭素原子数８ないし１２のアルキル基を表す。Ｒ16は好ましくは－ＣＨ2ＣＨ2ＯＨま
たは

を表す。代表的な例は

またはＣ12Ｈ25－Ｓ－ＣＨ2ＣＨ2ＯＨである。
また、Ｒ15が

で表される式ＩＶで表される化合物、好ましくは
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も適当である。
適当なスルフィドの製造方法は当業者に公知であり、そして中でもAbh.Akad.Wiss.DDR Ab
t.Math.,Naturwiss.,Tech.（1987）,Vol.Oct.1986（IN）,511-5；欧州特許第166 695号，
欧州特許第413 562号および他の刊行物に記載されている。
反応基を少なくとも１個含み、そして相溶剤化合物と反応させる適当なホスフィットは次
式Ｖ

（式中、Ｒ16aは－ＣＨ2ＣＨ2ＯＨまたは－ＣＨ2ＣＨ2ＣＯＯＨを表し；そして
Ｒ17aは炭素原子数１ないし１８のアルキル基、または未置換の、もしくは炭素原子数１
ないし４のアルキル－置換フェニル基を表す。）で表される化合物である。
炭素原子数１ないし１８のアルキル基および炭素原子数１ないし４のアルキル－置換フェ
ニル基の意味は式Ｉに関して上記で与えられたものと同様である。
特に適当なホスフィットは次式

で表されるものである。
当業者は適当なホスフィットの製造方法を熟知しており、そして中でもKhim.-Famy.Zh.（
1988）,22（2）,170-4および他の刊行物に記載されている。
反応基を少なくとも１個含み、そして相溶剤化合物と反応させる適当なベンゾトリアゾー
ル、ベンゾフェノンおよび２－（２－ヒドロキシフェニル）－１，３，５－トリアジンは
次式ＶＩ、ＶＩａ、ＶＩｂまたはＶＩｃ

（式中、Ｒ18は－（ＣＨ2）t－Ｒ20、

またはＮＨ2を表し；
Ｒ19は炭素原子数１ないし１２のアルキル基、α，α－ジメチルベンジル基または基
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Ｒ20は－ＯＨ、－ＳＨ、－ＮＨＲ30、－ＳＯ3Ｈ、－ＣＯＯＲ21、－ＣＨ＝ＣＨ2、

または－（ＣＯ）－ＮＨ－（ＣＨ2）u－ＮＣＯを表し；
Ｒ21は水素原子、

または－ＣＨ2－ＣＨ（ＯＨ）－ＣＨ2－Ｏ－（ＣＯ）－Ｒ22を表し；
Ｒ22は炭素原子数１ないし４のアルキル基またはフェニル基を表し；
Ｒ23およびＲ24はそれぞれ互いに独立して水素原子または炭素原子数１ないし４のアルキ
ル基を表し；
Ｒ25は水素原子、－（ＣＨ2）u－ＯＨ、

－（ＣＨ2）uＣＯＯＨまたは－（ＣＯ）－ＮＨ－（ＣＨ2）u－ＮＣＯを表し；
Ｒ26は水素原子、ＯＨまたは炭素原子数１ないし１２のアルコキシ基を表し；
Ｒ27は水素原子またはＯＨを表し；
Ｒ28は水素原子または

を表し；
Ｒ29は水素原子またはハロゲン原子を表し；
Ｒ30は水素原子または炭素原子数１ないし９のアルキル基を表し；
ｍは０または１であり；
ｔは０ないし６の数であり；
ｕは２ないし１２の数である。）で表される化合物である。
炭素原子数１ないし４のアルキル基は代表的には直鎖または分枝鎖状であり、メチル基、
エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、第二ブチル基、イソ－ブチル基
または第三ブチル基である。メチル基が好ましい。
特に適当な化合物は、例えばヒドロキシ－置換ベンゾフェノン、例えば

である。
これらの化合物は、例えば付加的なヒドロキシ基またはアルコキシ基により芳香族環で更
に置換されてもよい。
次式
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で表されるベンゾトリアゾールも適当である。エポキシ－官能基に加えて、ヒドロキシフ
ェニル基はアルキル置換基も含むことができる。
特に適当なトリアジン化合物は、例えば次式

（式中、フェニル基は付加的にメチル基により置換されてよい。）で表されるものである
。
適当なベンゾトリアゾールの製造方法は当業者に公知であり、そして中でも欧州特許第69
3 483号；Polymer（1995）,36（17）,3401-8および他の刊行物に記載されている。
適当な２－（２－ヒドロキシフェニル）－１，３，５－トリアジンの製造方法は当業者に
公知であり、そして中でも欧州特許第434 608号；カナダ国特許第2062217号および他の刊
行物に記載されている。
適当なベンゾフェノンの製造方法は当業者に公知であり、そして中でも欧州特許第693 48
3号；欧州特許第538 839号；Zh.Prikl.Khim.（レニングラート（Leningrad））（1976）,
49（5）,1129-34；特願平3 31235号（ケミカルアブストラクト番号115:49102）および他
の刊行物に記載されている。
本発明は、次式Ｉ

（式中、Ｒ1およびＲ2はそれぞれ互いに独立して水素原子、炭素原子数１ないし２５のア
ルキル基、未置換の、またはＯＨもしくは／および炭素原子数１ないし４のアルキル基に
より芳香環において一回もしくは数回置換されたフェニル－炭素原子数１ないし３のアル
キル基、未置換の、または炭素原子数１ないし４のアルキル－置換炭素原子数５ないし１
２のシクロアルキル基あるいはフェニル基を表し；
ｎは１、２または３であり；
ＥはＯＨ、ＳＨ、ＮＨＲ3、ＳＯ3Ｈ、ＣＯＯＨ、－ＣＨ＝ＣＨ2、

を表し；
ｍは０または１であり；
Ｒ3は水素原子または炭素原子数１ないし９のアルキル基を表し；
Ｒ4は炭素原子数１ないし１２のアルキル基、または未置換の、もしくは１個または数個
の炭素原子数１ないし４のアルキル基、ハロゲン原子もしくは／および炭素原子数１ない
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し１８のアルコキシ基により置換されたフェニル基を表し；
ＥがＯＨ、ＳＨまたは－ＣＨ＝ＣＨ2を表す場合、Ａは－ＣxＨ2x－、－ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2

ＣＨ2－、－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－Ｏ－ＣpＨ2p－、－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－ＮＨ－ＣpＨ2p

－または－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－Ｏ－ＣpＨ2p－Ｓ－ＣqＨ2q－を表し；
ｘは０ないし８の数であり；
ｐは２ないし８の数であり；
ｑは０ないし３の数であり；
Ｒ1およびｎは上記で定義された通りであるか；あるいは
ＥがＮＨＲ3を表す場合、Ａは－ＣxＨ2x－または－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－ＮＨ－ＣpＨ2p－
を表し、ここではｘ、ｐおよびｑは上述された意味を有するか；あるいは
ＥがＣＯＯＨまたはＳＯ3Ｈを表す場合、Ａは－ＣxＨ2x－、－ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2－または
－ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2ＣＨ2－を表し、ここではｘは上述された意味を有するか；あるいは
Ｅが

を表す場合、Ａは直接結合、－ＣqＨ2q－（ＣＯ）－Ｏ－ＣＨ2－または－ＣxＨ2x－Ｓ－
ＣＨ2－を表し、ここではｑ、ｍ、ｘ、Ｒ1およびＲ2は上述された意味を有するか；
Ｅが

を表す場合、Ａは－ＣＨ2－を表す。）で表される立体障害性フェノール；
または次式ＩＩ、ＩＩａまたはＩＩｂ

（式中、Ｒ8は水素原子、炭素原子数１ないし２５のアルキル基、炭素原子数２ないし２
０のアルケニル基、炭素原子数２ないし２０のアルキニル基、炭素原子数１ないし２０の
アルコキシ基、フェニル－炭素原子数１ないし３のアルキル基、炭素原子数５ないし１２
のシクロアルキル基、炭素原子数５ないし８のシクロアルコキシ基、フェニル基、ナフチ
ル基、ヒドロキシエチル基、ＣＯ－炭素原子数１ないし２５のアルキル基、ＣＯ－フェニ
ル基、ＣＯ－ナフチル基、ＣＯ－フェニル－炭素原子数１ないし３のアルキル基、Ｏ－Ｃ
Ｏ－炭素原子数１ないし２０のアルキル基または炭素原子数１ないし６のアルキル－Ｓ－
炭素原子数１ないし６のアルキル基、炭素原子数１ないし６のアルキル－Ｏ－炭素原子数
１ないし６のアルキル基、炭素原子数１ないし６のアルキル－（ＣＯ）－炭素原子数１な
いし６のアルキル基、

を表し；
ｗは１ないし１０の数であり；
Ｙは単結合、炭素原子数１ないし２５のアルキレン基、フェニレン基、ビフェニレン基、
ナフチレン基、－Ｏ－炭素原子数１ないし２５のアルキレン基、－ＮＲ9－、－Ｏ－また
は
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を表し；
Ｚは水素原子、－ＣＯＯＲ9、－ＮＨ2、－ＯＲ9、ヒドロキシエチル基、

を表し；
Ｒ9は水素原子または炭素原子数１ないし１２のアルキル基を表し；
Ｒ10はＲ8と同様の定義を有する。）で表される立体障害性アミン；
または次式ＩＩＩ

（式中、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ12aおよびＲ13はそれぞれ互いに独立して水素原子、炭素原子数
１ないし２５のアルキル基、フェニル－炭素原子数１ないし３のアルキル基、炭素原子数
５ないし１２のシクロアルキル基またはフェニル基を表し；そして
ＧはＯＨ、ＯＣＨ2ＣＨ2ＯＨ、

または－ＯＣＨ2ＣＯＯＨを表す。）で表されるラクトン；
または次式ＩＶ
Ｒ15－Ｓ－Ｒ16　　　（ＩＶ）
（式中、Ｒ15は炭素原子数１ないし１８のアルキル基、ベンジル基、フェニル基または

を表し；そして
Ｒ16は－ＣＨ2ＣＨ2ＯＨ、

－ＣＨ2ＣＯＯＨまたは－ＣＨ2ＣＨ2ＣＯＯＨを表し；そして
Ｒ17は炭素原子数１ないし１８のアルキル基、または未置換の、もしくは炭素原子数１な
いし４のアルキル－置換フェニル基を表す。）で表されるスルフィド；または次式Ｖ

（式中、Ｒ16aは－ＣＨ2ＣＨ2ＯＨまたは－ＣＨ2ＣＨ2ＣＯＯＨを表し；そして
Ｒ17aは炭素原子数１ないし１８のアルキル基、または未置換の、もしくは炭素原子数１
ないし４のアルキル－置換フェニル基を表す。）で表されるホスフィット；
または次式ＶＩ、ＶＩａ、ＶＩｂもしくはＶＩｃ
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（式中、Ｒ18は－（ＣＨ2）t－Ｒ20、

またはＮＨ2を表し；
Ｒ19は炭素原子数１ないし１２のアルキル基、α，α－ジメチルベンジル基または基

を表し；
Ｒ20は－ＯＨ、－ＳＨ、－ＮＨＲ30、－ＳＯ3Ｈ、－ＣＯＯＲ21、－ＣＨ＝ＣＨ2、

または－（ＣＯ）－ＮＨ－（ＣＨ2）u－ＮＣＯを表し；
Ｒ21は水素原子、

または－ＣＨ2－ＣＨ（ＯＨ）－ＣＨ2－Ｏ－（ＣＯ）－Ｒ22を表し；
Ｒ22は炭素原子数１ないし４のアルキル基またはフェニル基を表し；
Ｒ23およびＲ24はそれぞれ互いに独立して水素原子または炭素原子数１ないし４のアルキ
ル基を表し；
Ｒ25は水素原子、－（ＣＨ2）u－ＯＨ、

－（ＣＨ2）uＣＯＯＨまたは－（ＣＯ）－ＮＨ－（ＣＨ2）u－ＮＣＯを表し；
Ｒ26は水素原子、ＯＨまたは炭素原子数１ないし１２のアルコキシ基を表し；
Ｒ27は水素原子またはＯＨを表し；
Ｒ28は水素原子または
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を表し；
Ｒ29は水素原子またはハロゲン原子を表し；
Ｒ30は水素原子または炭素原子数１ないし９のアルキル基を表し；
ｍは０または１であり；
ｔは０ないし６の数であり；
ｕは２ないし１２の数である。）で表されるベンゾトリアゾール、ベンゾフェノンおよび
２，４，６－トリアリール－１，３，５－トリアジンと相溶剤化合物を反応させることに
より得ることが可能な化合物にも関する。
本発明の新規化合物を製造するためには、特有の反応基を有する相溶剤が適当である。こ
れらの相溶剤は酸基、酸無水物基、エステル基、エポキシ基またはアルコール基を含むポ
リマーである。ポリエチレン、ポリプロピレン、酢酸ビニルまたはスチレンとアクリレー
トのコポリマーまたはターポリマーも適当である。
代表的な例は、アクリル酸（ＡＡ）官能性、メタクリル酸グリシジル（ＧＭＡ）官能性、
メタクリル酸（ＭＡＡ）官能性、マレイン酸無水物（ＭＡＨ）官能性またはビニルアルコ
ール（ＶＡ）官能性を有するポリマーである。
好ましい相溶剤は、例えばポリエチレンアクリル酸（ＰＥ－ＡＡ）、ポリエチレンメタク
リル酸グリシジル（ＰＥ－ＧＭＡ）、ポリエチレンメタクリル酸（ＰＥ－ＭＡＡ）、ポリ
エチレンマレイン酸無水物（ＰＥ－ＭＡＨ）からなるコポリマーまたはポリエチレンおよ
び酢酸ビニルとアクリレートとのターポリマー（例えばＰＥ－ＡＡ－アクリレート）であ
る。
また相溶剤として、マレイン酸無水物をグラフト化したポリエチレン酢酸ビニル（ＭＡＨ
－ｇ－ＰＥ－酢酸ビニル）、マレイン酸無水物をグラフト化した低密度ポリエチレン（Ｍ
ＡＨ－ｇ－ＬＤＰＥ）、マレイン酸無水物をグラフト化した高密度ポリエチレン（ＭＡＨ
－ｇ－ＨＤＰＥ）、マレイン酸無水物をグラフト化した線状低密度ポリエチレン（ＭＡＨ
－ｇ－ＬＬＤＰＥ）、アクリル酸をグラフト化したポリプロピレン（ＡＡ－ｇ－ＰＰ）、
メタクリル酸グリシジルをグラフト化したポリプロピレン（ＧＭＡ－ｇ－ＰＰ）、マレイ
ン酸無水物をグラフト化したポリプロピレン（ＭＡＨ－ｇ－ＰＰ）、マレイン酸無水物を
グラフト化したエチレン／プロピレンターポリマー（ＭＡＨ－ｇ－ＥＰＤＭ）、マレイン
酸無水物をグラフト化したエチレン／プロピレンゴム（ＭＡＨ－ｇ－ＥＰＭ）およびマレ
イン酸無水物をグラフト化したポリエチレン／ポリプロピレンコポリマー（ＭＡＨ－ｇ－
ＰＥ／ＰＰ）からなる群から選択されたグラフトポリエチレンまたはポリプロピレンコポ
リマーも好ましい。
更なる適当な相溶剤成分は、マレイン酸無水物によりグラフト化されたスチレン／アクリ
ロニトリル（ＳＡＮ－ｇ－ＭＡＨ）、スチレン／マレイン酸無水物／メタクリル酸メチル
、マレイン酸無水物によりグラフト化されたスチレン／ブタジエン／スチレンブロックコ
ポリマー（ＳＢＳ－ｇ－ＭＡＨ）、マレイン酸無水物によりグラフト化されたスチレン／
エチレン／プロピレン／スチレンブロックコポリマー（ＳＥＰＳ－ｇ－ＭＡＨ）、マレイ
ン酸無水物によりグラフト化されたスチレン／エチレン／ブタジエン／スチレンブロック
コポリマー（ＳＥＢＳ－ｇ－ＭＡＨ）およびアクリル酸／ポリエチレン／ポリスチレンタ
ーポリマー（ＡＡ－ＰＥ－ＰＳ－ターポリマー）からなる群から選択されたグラフトスチ
レンコ－またはターポリマーである。
重要な相溶剤は無水物単位を含むものである。適当な無水物の実例は、イタコン酸無水物
、シトラコン酸無水物、ビシクロ〔２．２．２〕－５－オクテン－２，３－ジカルボン酸
無水物、ビシクロ〔２．２．１〕－５－ヘプテン－２，３－ジカルボン酸無水物またはマ
レイン酸無水物である。マレイン酸無水物が好ましい。
相溶剤として特に好ましくは１つの無水物を有するコポリマーまたはターポリマーである
。代表的な例は、エチレン／酢酸ビニル／マレイン酸無水物ターポリマー、エチレン／ア
クリル酸エチル／マレイン酸無水物ターポリマー、エチレン／アクリル酸／マレイン酸無
水物ターポリマー、スチレン／マレイン酸無水物コポリマーまたはスチレン／マレイン酸
無水物／メタクリル酸メチルターポリマーである。
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このようなポリマーおよびその製造方法は公知であり、なかでもピー．ジェー．フロリー
（P.J.Flory）による

に開示されている。
また、グラフト化された無水物を含むコポリマーまたはターポリマー、例えばマレイン酸
無水物をグラフト化したポリプロピレン、マレイン酸無水物をグラフト化したポリエチレ
ン、マレイン酸無水物をグラフト化したエチレン／酢酸ビニルコポリマー、スチレン／エ
チレン／プロピレン／スチレンブロックコポリマー（ＳＥＰＳ）、スチレン／エチレン／
ブタジエン／スチレンブロックコポリマー（ＳＥＢＳ）、マレイン酸無水物をグラフト化
したエチレン／プロピレンターポリマー（ＥＰＤＭ）、マレイン酸無水物をグラフト化し
たエチレン／プロピレンコポリマーも相溶剤成分として好ましい。
このようなグラフトポリマーおよびその製造方法は公知であり、中でもハー．－ゲー．エ
リアス（H.-G.Elias），

ならびにエム．サントス（M.Xanthos）,Reactive Extrusion,1992，オックスフォード大
学出版（Oxford University Press）,NYに開示されている。
マレイン酸無水物含量は、代表的には０．０５ないし１５％、好ましくは０．１ないし１
０％である。
また、不飽和カルボン酸、代表的にはアクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、フマル酸
、酢酸ビニル、マレイン酸、イタコン酸を含むコポリマーまたはターポリマーも相溶剤成
分として好ましい。アクリル酸、メタクリル酸、フマル酸およびマレイン酸が好ましく、
そしてアクリル酸およびメタクリル酸が特に好ましい。このようなコポリマーまたはター
ポリマーの実例は、エチレン／アクリル酸コポリマー、プロピレン／アクリル酸コポリマ
ーまたはエチレン／プロピレン／アクリル酸ターポリマーである。このようなポリマーお
よびその製造方法は、中でも

に開示されている。
アクリル酸含量は、代表的には０．１ないし３０％、好ましくは０．１ないし２５％であ
る。
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ポリマー、コポリマーおよびターポリマー性相溶剤の製造は、当業者が熟知している慣用
の重合方法により行われる。カルボキシル基含有ポリマーの製造方法は、例えばエン．ゲ
ー．ガイロルト（N.G.Gaylord）による

に公表されている。同じく116頁およびその以下で、エス．ブラウン（S.Brown）は他のカ
ルボキシル化相溶剤の製造に関して開示している。
相溶剤化合物と官能性反応基を少なくとも１個含む立体障害性フェノール、立体障害性ア
ミン、ラクトン、スルフィド、ホスフィット、ベンゾトリアゾール、ベンゾフェノンおよ
び２－（２－ヒドロキシフェニル）－１，３，５－トリアジンからなる群から選択された
化合物の反応は、グラフト化反応またはポリマー－類似反応として行われる。
反応は反応物に依存して溶液で、または溶融体で行うことが可能である。この場合、種々
の反応器を使用することが可能であり、例えばタンク、押出機、混合機等である。押し出
しが好ましい。
反応性押し出しは、中でもエム．サントス（M.Xanthos）による

に開示されている。
反応物を前混合して、または分離して、すなわち分離供給装置を経由させて、押出機に供
給することが可能であり、そして押出機で反応させることが可能である。供給ポンプを経
由させて液体成分または低融点成分を押出機に供給することも可能である（側路配合）。
押出機で溶融物の脱気を行うことも有効であり、特に反応で低分子生成物が得られた場合
、これは好ましく除去される。この目的のために、相当する脱気装置を押出機に備える必
要がある。市販で入手可能な単軸－または二軸－スクリュー押出機で製造を行うことがで
きる。二軸－スクリュー押出機が好ましい。慣用の技術、例えば粒子化により、配合を行
うことができる。当該分野で公知の方法により、この相溶剤／安定剤からマスターバッチ
（濃縮物）を製造し、そして使用することも可能である。
ポリマー－類似反応において相溶剤成分と安定剤成分の比率は、もちろん、相溶剤成分に
存在する反応基の数により限定される。適当な相溶剤／安定剤重量比は１００：０．０５
ないし１００：５０、特に１００：０．１ないし１００：２５、好ましくは１００：１な
いし１００：２０である。
例えば、以下のポリマーおよび特にそのようなポリマーの混合物を安定化させるために新
規相溶剤／安定剤化合物を使用することができる。
１．モノオレフィンおよびジオレフィンのポリマー、例えばポリプロピレン、ポリイソブ
チレン、ポリブテ－１－エン、ポリ－４－メチルペンテ－１－エン、ポリイソプレンまた
はポリブタジエン、並びにシクロオレフィン、例えばシクロペンテンまたはノルボルネン
のポリマー、ポリエチレン（所望に架橋されることができる。）、例えば高密度ポリエチ
レン（ＨＤＰＥ）、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤ
ＰＥ）、低密度分枝鎖状ポリエチレン（ＶＬＤＰＥ）。
２．１）以下で上記されたポリマーの混合物、例えばポリプロピレンとポリイソブチレン
との混合物、ポリプロピレンとポリエチレン（例えばＰＰ／ＨＤＰＥ、ＰＰ／ＬＤＰＥ、
ＰＰ／ＨＤＰＥ／ＬＤＰＥ、ＰＰ／ＨＤＰＥ／ＬＬＤＰＥ／ＬＤＰＥ）および異なる型の
ポリエチレンの混合物（例えばＬＤＰＥ／ＨＤＰＥ、ＬＬＤＰＥ／ＬＤＰＥ、ＨＤＰＥ／
ＬＬＤＰＥ／ＬＤＰＥ）。
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３．モノオレフィンおよびジオレフィンの相互または他のビニルモノマーとのコポリマー
、例えばエチレン／プロピレンコポリマー、線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）およ
びそれらと低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）との混合物、プロピレン／ブテ－１－エンコ
ポリマー、プロピレン／イソブチレンコポリマー、エチレン／ブテ－１－エンコポリマー
、エチレン／ヘキセンコポリマー、エチレン／メチルペンテンコポリマー、エチレン／ヘ
プテンコポリマー、エチレン／オクテンコポリマー、プロピレン／ブタジエンコポリマー
、イソブチレン／イソプレンコポリマー、エチレン／アルキルアクリレートコポリマー、
エチレン／アルキルメタクリレートコポリマー、エチレン／ビニルアセテートコポリマー
およびそれらと一酸化炭素とのコポリマーまたはエチレン／アクリル酸コポリマーおよび
それらの塩（アイオノマー）並びにエチレンとプロピレンおよびヘキサジエン、ジシクロ
ペンタジエンまたはエチリデン－ノルボルネンのようなジエンとのターポリマー、
およびそのようなコポリマー相互および１）において上記されたポリマーとの混合物、例
えばポリプロピレン／エチレン－プロピレンコポリマー、ＬＤＰＥ／エチレン－ビニルア
セテートコポリマー、ＬＤＰＥ／エチレン－アクリル酸コポリマー、ＬＬＤＰＥ／エチレ
ン－ビニルアセテートコポリマー、ＬＬＤＰＥ／エチレン－アクリル酸コポリマーおよび
交互またはランダムポリアルキレン／一酸化炭素コポリマーおよびそれらと例えばポリア
ミドのような他のポリマーとの混合物。
４．ポリスチレン、ポリ（ｐ－メチルスチレン）、ポリ（α－メチルスチレン）。
５．スチレンまたはα－メチルスチレンとジエンまたはアクリル誘導体とのコポリマー、
例えばスチレン／ブタジエン、スチレン／アクリロニトリル、スチレン／アルキルメタク
リレート、スチレン／ブタジエン／アルキルアクリレート、スチレン／ブタジエン／アル
キルメタクリレート、スチレン／無水マレイン酸、スチレン／アクリロニトリル／メチル
アクリレート、
スチレンコポリマーおよび他のポリマー、例えばポリアクリレート、ジエンポリマーまた
はエチレン／プロピレン／ジエンターポリマーの高衝撃強度性の混合物、および
スチレン／ブタジエン／スチレン、スチレン／イソプレン／スチレン、スチレン／エチレ
ン／ブチレン／スチレンまたはスチレン／エチレン／プロピレン／スチレンのようなスチ
レンのブロックコポリマー。
６．スチレンまたはα－メチルスチレンのグラフトコポリマー、例えばポリブタジエンに
スチレン、ポリブタジエン－スチレンまたはポリブタジエン－アクリロニトリルコポリマ
ーにスチレン、
ポリブタジエンにスチレンおよびアクリロニトリル（またはメタアクリロニトリル）、
ポリブタジエンにスチレン、アクリロニトリルおよびメチルメタクリレート、
ポリブタジエンにスチレンおよび無水マレイン酸、
ポリブタジエンにスチレン、アクリロニトリルおよび無水マレイン酸またはマレイミド、
ポリブタジエンにスチレンおよびマレイミド、
ポリブタジエンにスチレンおよびアルキルアクリレートまたはメタクリレート、エチレン
／プロピレン／ジエンターポリマーにスチレンおよびアクリロニトリル、ポリアルキルア
クリレートまたはポリアルキルメタクリレートにスチレンおよびアクリロニトリル、アク
リレート／ブタジエンコポリマーにスチレンおよびアクリロニトリル、並びにそれらの５
）以下に列挙されたコポリマーとの混合物、例えば、ＡＢＳ、ＭＢＳ、ＡＳＡまたはＡＥ
Ｓポリマーとして知られているコポリマー混合物。
７．ハロゲン含有ポリマー、例えばポリクロロプレン、塩素化ゴム、塩素化またはスルホ
塩素化ポリエチレン、エチレンおよび塩素化エチレンのコポリマー、エピクロロヒドリン
　ホモ－およびコポリマー、特にハロゲン含有ビニル化合物のポリマー、例えばポリ塩化
ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリフッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、並びにそれら
のコポリマー、例えば塩化ビニル／塩化ビニリデン、塩化ビニル／ビニルアセテートまた
は塩化ビニリデン／ビニルアセテートコポリマー。
８．α，β－不飽和酸から誘導されたポリマーおよびポリアクリレート並びにポリメタク
リレートのようなそれらの誘導体、



(25) JP 4174688 B2 2008.11.5

10

20

30

40

50

ブチルアクリレートで耐衝撃変性された（ｉｍｐａｃｔ－ｍｏｄｉｆｉｅｄ）ポリメチル
メタクリレート、ポリアクリルアミドおよびポリアクリロニトリル。
９．８）以下で述べられたモノマーの相互または他の不飽和モノマーとのコポリマー、例
えばアクリロニトリル／ブタジエンコポリマー、アクリロニトリル／アルキルアクリレー
トコポリマー、アクリロニトリル／アルコキシアルキルアクリレートまたはアクリロニト
リル／ビニルハライドコポリマーまたはアクリロニトリル／アルキルメタクリレート／ブ
タジエンターポリマー。
１０．不飽和アルコールおよびアミンから誘導されたポリマーまたはアシル誘導体または
それらのアセタール、例えばポリビニルアルコール、ポリビニルアセテート、ポリビニル
ステアレート、ポリビニルベンゾエート、ポリビニルマレエート、ポリビニルブチラル、
ポリアリルフタレートまたはポリアリルメラミン、
並びに１）において上記されたオレフィンとのそれらのコポリマー。
１１．ジアミン並びにジカルボン酸および／またはアミノカルボン酸または対応するラク
タムから誘導されたポリアミドおよびコポリアミド、例えばポリアミド４、ポリアミド６
、ポリアミド６／６、６／１０、６／９、６／１２、４／６、１２／１２、ポリアミド１
１、ポリアミド１２、ｍ－キシレンジアミンおよびアジピン酸から出発した芳香族ポリア
ミド、
ヘキサメチレンジアミンおよびイソフタル酸または／およびテレフタル酸から変性剤とし
てエラストマーを用いてまたは用いずに製造されたポリアミド、例えばポリ－２，４，４
－トリメチルヘキサメチレンテレフタルアミドまたはポリ－ｍ－フェニレンイソフタルア
ミド、およびまた
上記されたポリアミドとポリオレフィン、オレフィンコポリマー、アイオノマーまたは化
学結合もしくはグラフトされたエラストマー、または
ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコールまたはポリテトラメチレングリコー
ルのようなポリエーテルとのブロックコポリマー、並びに
ＥＰＤＭまたはＡＢＳで変性されたポリアミドまたはコポリアミド、および
加工の間に縮合されたポリアミド（ＲＩＭポリアミド系）。
１２．ジカルボン酸並びにジオールおよび／またはヒドロキシカルボン酸または対応する
ラクトンから誘導されたポリエステル、例えばポリエチレンテレフタレート、ポリブチレ
ンテレフタレート、ポリ－１，４－ジメチロールシクロヘキサンテレフタレートおよびポ
リヒドロキシベンゾエート、並びにヒドロキシル末端基で終了されたポリエーテルから誘
導されたブロックコポリエーテルエステル、およびまた
ポリカーボネートまたはＭＢＳで変性されたポリエステル。
１３．ポリカーボネートおよびポリエステルカーボネート。
１４．上記されたポリマーのブレンド（ポリブレンド）、例えばＰＰ／ＥＰＤＭ、ポリア
ミド／ＥＰＤＭまたはＡＢＳ、ＰＶＣ／ＥＶＡ、ＰＶＣ／ＡＢＳ、ＰＶＣ／ＭＢＳ、ＰＣ
／ＡＢＳ、ＰＢＴＰ／ＡＢＳ、ＰＣ／ＡＳＡ、ＰＣ／ＰＢＴ、ＰＶＣ／ＣＰＥ、ＰＶＣ／
アクリレート、ＰＯＭ／熱可塑性ＰＵＲ、ＰＣ／熱可塑性ＰＵＲ、ＰＯＭ／アクリレート
、ＰＯＭ／ＭＢＳ、ＰＰＯ／ＨＩＰＳ、ＰＰＯ／ＰＡ６．６およびコポリマー、ＰＡ／Ｈ
ＤＰＥ、ＰＡ／ＰＰ、ＰＡ／ＰＰＯ、ＰＡ／ＬＤＰＥ、ＰＥ／ＰＥＴ、ＰＳ／ＰＥ、ＰＳ
／ＰＰ、ＰＳ／ＰＥ／ＰＰ、ＰＥ／ＰＰ／ＰＥＴ／ＰＳ。
（安定化させるポリマーの量を基準として）０．５ないし３０％、例えば１ないし２０％
、好ましくは２ないし１５％の量で、新規相溶剤／安定剤化合物を安定化させるポリマー
に添加する。
この量は、一方では化合物中の活性な安定剤群の数に、もう一方では安定化させるポリマ
ーまたはポリマーブレンドの要求に依存している。
また、新規相溶剤／安定剤化合物は、安定剤として作用すると同時に、プラスチック組成
物中の相溶化のためにも使用される。これらのプラスチック組成物は（上述されたような
）新生プラスチック組成物または再生物であってもよい。
原則として、新規相溶剤／安定剤化合物を全ての非相溶性プラスチック組成物、新生材料
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または再生物で、あるいは新生材料および再生物のブレンドで使用することができる。こ
のプラスチック組成物は２またはそれ以上の成分からなり得る。新規化合物は好ましくは
極性および非極性プラスチックの混合物に添加される。
プラスチック組成物の非極性成分は、例えばポリオレフィン、代表的にはポリエチレン（
ＰＥ）およびポリプロピレン（ＰＰ）である。特記すべきは低密度ポリエチレン（ＬＤＰ
Ｅ）、線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）および高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）な
らびにまたそのコポリマー、例えばエチレン／プロピレン（ＥＰＭ）およびエチレン／プ
ロピレン／ジエンコポリマー（ＥＰＤＭ）ならびにＵＬＤＰＥおよびＭＤＰＥである。こ
のような非極性プラスチックはポリスチレン（ＰＳ，ＥＰＳ）およびスチレン成分を有す
るコポリマー（例えばＡＢＳ、ＡＳＡ、ＨＩＰＳ、ＩＰＳ）およびポリ塩化ビニル（ＰＶ
Ｃ）ならびに主に塩化ビニル成分を有するコポリマー（例えばＣＰＥ）も含む。
極性成分は、例えばポリエステル、例えばポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）または
ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）、ポリアミドまたはポリカーボネートである。
ポリエチレンおよびポリプロピレンの混合物、またはポリエチレンおよびポリアミドの混
合物が特に好ましい。
例えば、２５ないし１００重量％、好ましくは３５ないし９５重量％、例えば４０ないし
８５重量％のポリオレフィン、０ないし２５重量％のポリスチレン、０ないし２５重量％
のポリ塩化ビニルおよび０ないし２５重量％の他の熱可塑性プラスチックからなる再生プ
ラスチック組成物で新規相溶剤／安定剤化合物を使用することができる。非熱可塑性プラ
スチック材料が混合物中に少量得られても良い。
ポリオレフィンであるポリエチレン（ＰＥ）、特に低密度ポリエチレンが通常優勢である
。ポリスチレン（ＰＳ）も主にスチレン成分を有するコポリマー（例えばＡＢＳ、ＨＩＰ
Ｓ）であると理解され、そしてポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）も主にポリ塩化ビニル成分を有
するコポリマー（例えばＣＰＥ）であると理解される。使用済み材料中に存在する他の熱
可塑性プラスチックは、特にポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）およびまたポリアミ
ド、ポリカーボネート、酢酸セルロースおよびポリ塩化ビニリデンである。非熱可塑性プ
ラスチック材料は５％までの少量で存在してもよく、代表的にはポリウレタン、ホルムア
ルデヒド樹脂およびフェノール系樹脂または典型的なアミノプラスチックならびに天然ゴ
ムまたはゴムのようなエラストマーである。使用済みプラスチックには、例えば、しばし
ば除去が困難である紙、顔料、ペイント系、印刷インキ、接着剤のような異質の材料が少
量存在してもよい。少量のセルロースまたは繊維材料のどちらも再生には影響を及ぼさな
い。
新規相溶剤／安定剤化合物のブレンドを安定化および相溶化させるプラスチック組成物に
添加することもできる。例えば、同じ相溶剤骨格を有するが、安定剤に関して種々に機能
化された化合物、代表的にはフェノール系酸化防止剤作用を有する化合物とベンゾトリア
ゾール作用を有する化合物の混合物、酸化防止剤作用を有する化合物とＨＡＬＳ作用を有
する化合物の混合物、ＨＡＬＳ作用を有する化合物とＵＶ吸収剤作用を有する化合物の混
合物または例えば酸化防止剤作用を有する化合物とＨＡＬＳ作用を有する化合物およびＵ
Ｖ吸収剤作用を有する化合物の混合物を使用することが都合よい。
更にプラスチック組成物を当業者に公知である他の添加剤と混合してもよい。これらの付
加的な添加剤は、関連文献に記載された慣用の量および組合せで使用される

安定化されるポリマーまたはポリマーブレンドへの新規相溶剤／安定剤化合物の混入を以
下のように妥当に行うことができる。
－乳化液または懸濁液として。
－付加的な成分またはポリマー混合物の混合間の乾式混合物として。
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－加工装置（例えばカレンダー、混合機、ニーダー、押出機など）中への直接的な導入に
より。
－溶液または溶融物として。
当業者に公知の方法で、当業者に公知の装置、例えば上述された加工装置を使用して、新
規化合物および更なる所望の添加剤をプラスチック組成物と混合することによりプラスチ
ック組成物を製造することができる。付加的な添加剤を単独で、または混合物で、またあ
るいはいわゆるマスターバッチの形状でも添加することができる。
混合物を加工している間に、プラスチック組成物に直接的に適当なモノマー性機能化安定
剤化合物およびラジカル開始剤を添加することにより、すなわち相溶剤／安定剤化合物の
事前の分離製造なしに、更に、一段階で該相溶剤／安定剤化合物および相溶性プラスチッ
ク組成物を製造することが可能である。同様の方法で、適当なモノマー性機能化安定剤化
合物および相当する相溶剤をポリマー混合物と一緒に加工することが可能であるので、相
溶剤化合物は前加工なしで安定剤化合物と反応し、改良された相溶化ポリマーブレンドが
同時に得られる。
本発明に従って得ることができるプラスチック組成物を、公知の方法で所望の形状にする
ことができる。そのような加工方法は、例えば粉砕、カレンダー、押し出し、射出成形、
焼結または紡糸であり、ならびに押出吹込成形またはプラスチゾル加工による方法もであ
る。
新規の方法は２つの異なる局面からなり、すなわち新規ポリマー性相溶剤／安定剤化合物
を使用することにより２つの異なる目的が達成される。
一方では、相溶剤なしでは幾つかの相を形成するであろう異なるポリマー（新生材料また
は再生物）のブレンドにおいて、ポリマーを互いに相溶とし、同時に該ポリマーを安定化
させる。
もう一方では、相溶剤／安定剤化合物のポリマー骨格は安定化させるポリマーと相溶であ
るので、安定剤は相溶とされるか、またはポリマー中へのその溶解性は増加する。
これも、例えば周囲の媒体による抽出のような、ポリマーからの安定剤の起こりうる移動
を減少させる。これは、例えば該化合物が燃料タンク、ジオテクスタイル（geotextiles
）、ドライクリーニング繊維（例えば織物、カーペット床）パイプ、食品と接触のある用
途等のために使用された場合である。
以下の例は本発明をより詳細に説明するものである。明細書のこれまでの部分および残り
の部分ならびに請求項において、特記しないかぎり部および百分率は重量によるものであ
る。
Ｉ）機能化されたポリマーの製造
実施例Ａ
二軸スクリュー押出機（TW 100，ハーケ（Haake）製，ドイツ）において、ＳＥＢＳコポ
リマー（スチレン／エチレン／ブタジエン／スチレンコポリマー）をマレイン酸無水物（
登録商標クラトン（Kraton）FG 1901，シェル（Shell）製）と、２１０ないし２３０℃（
加熱ゾーン１ないし５）の温度、４５ｒｐｍにおいて、２％の２，３－エポキシプロピル
－３，５－ビス（１，１－ジメチルエチル）－４－ヒドロキシベンゼンプロピオネートの
添加とともに押し出しする。その後のガスクロマトグラフによる分析は、その添加剤は原
型の形状ではほとんど検出されないこと、すなわちそれは完全にポリマー鎖と化学的に結
合していることを示している。
実施例Ｂ
概して実施例Ａと同様であり、ポリエチレン／アクリル酸／アクリレート（登録商標ルカ
レン（Lucalen）A 3110 MX,BASF製）を２％の２，３－エポキシプロピル－３，５－ビス
（１，１－ジメチルエチル）－４－ヒドロキシベンゼンプロピオネートとともに押し出し
する。
実施例Ｃ
４％の２，３－エポキシプロピル－３，５－ビス（１，１－ジメチルエチル）－４－ヒド
ロキシベンゼンプロピオネートを使用して、実施例Ｂの手順を繰り返す。
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概して実施例Ａと同様であり、マレイン酸無水物基を有するＳＥＢＳコポリマーを２％の
１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－（２，３－エポキシプロピルオキシ）ピペリジ
ンと反応させる。
実施例Ｅ
概して実施例Ｂと同様であり、ポリエチレン／アクリル酸／アクリレートを２％の１，２
，２，６，６－ペンタメチル－４－（２，３－エポキシプロピルオキシ）ピペリジンと反
応させる。
実施例Ｆ，Ｇ，Ｈ
概して実施例Ｅと同様であり、それぞれ４％、６％および８％の１，２，２，６，６－ペ
ンタメチル－４－（２，３－エポキシプロピルオキシ）ピペリジンを使用する。
II）ポリマー性安定剤の使用
実施例１ないし３（オーブン老化作用としての引張強度）
得られた生成物を試験するために、７０％のＬＤＰＥ，低密度ポリエチレン（登録商標ル
ポレン（Lupolen）3026 F,BASF製）およびポリアミド６（登録商標ウルトラミド（Ultram
id）B 30,予備乾燥されたもの,BASF製）を、上記の実施例で２４０℃および７５ｒｐｍ（
二軸スクリュー押出機TW 100，ハーケ（Haake）製，ドイツ）において製造された機能化
相溶剤とともに調合し、粒子化して、そして２４０℃で試験サンプルに射出成形した。こ
れらの試験サンプルの引張強度をDIN 53 448に従って、循環空気オーブン中１００℃での
老化作用として決定する。
比較目的のため、機能化された相溶剤の代わりに、相当する機能化されていない化合物か
らなる組成物を製造し、試験する。
試験された組成物および試験結果を以下の表１に示す。より高い引張強度値はより安定な
試験組成物を表す。

得られた値は、より延長された期間で老化された場合、機能化されていない相溶剤より機
能化された相溶剤の方がポリマーをより効果的に安定化させることを示している。
実施例４ないし８（曝露作用としての引張強度）
概して実施例１ないし３に記載された方法と同様であるが、試験サンプルを製造し、そし
て曝露作用として引張強度を決定する。曝露試験はウェザー－オー－メーター〔タイプCi
 65A，アトラス製，BPT（ブラックパネル温度）６３℃，RH（湿度）６０％，水噴霧有り
〕で行われる。
該組成物および試験結果を表２に示す。
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得られた値は、より延長された期間で曝露された場合、機能化されていない相溶剤より機
能化された相溶剤の方がポリマーをより効果的に安定化させることを示している。
実施例９ないし１２（抽出後のオーブン老化作用としての引張強度）
７０％の低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）（登録商標ルポレン（Lupolen）3026F,BASF製
）と３０％のポリアミド６（登録商標ウルトラミド（Ultramid）B 36，予備乾燥されたも
の，BASF製）の混合物を、試験される新規相溶剤／安定剤化合物とともに２４０℃および
７５ｒｐｍで、二軸スクリュー押出機において調合する。次いで試験サンプルを２４０℃
で射出成形する。
これらの試験サンプルを以下の条件で抽出媒体中に貯蔵した。
Ａ）ホワイトスピリット（white spirit）中、室温で２５日間
Ｂ）１％のイゲパル（Igepal）CO 630（ノンオキシノール（nonoxynol）９）を有する１
％の水中、４０℃で２週間。
次いで乾式試験サンプルを循環空気オーブンで１００℃で老化させる。老化作用として、
DIN 53 448に従って引張強度を決定した。
より高い引張強度の値および、この値が老化後により少なく減少することは、より安定な
試験組成物を示す。
抽出媒体Ａに関して試験された化合物および試験結果を表３に、媒体Ｂに関しては表４に
示す。
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